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３．水環境問題の歴史的経緯 

 

（１）人々の生活と海辺の係わり 

四方を海に囲まれた我が国では、古くから「海」は水産資源供給の場、諸外国との交流の場、水辺で

の心の安らぎ・憩いの場、陸上での様々な汚れや廃物が最終的にたどり着く場、汚れが清められていく

場でもあった。江戸時代以前の東京湾内の海との係わりの詳細は不明であるが、潮水（しおみず）は罪

や穢 (けがれ) を洗い流す浄化力があると考えられ、祭りや神事の前に神官などの祭りの奉仕者が浜降

り（海浜や河辺に行ってみそぎをすること）をし、潮水で家の周囲や神棚を清める風習があったといわ

れている。また、芝浦、高輪、品川沖、佃島沖、深川洲崎、中川の沖等は、砂地でアサリやハマグリ等

の貝が拾える場所として知られており、潮干狩りが既に庶民の海とのつながりの一つの形態であった。

一方で、日本橋から江戸橋までの北岸が通称「魚河岸」と呼ばれ、経済活動の場として栄えており、さ

らには、品川には遊郭を中心とする「悪所＝妓楼（ぎろう）」が形成されていた（図３－１）。 

河口付近に土砂の堆積地帯（三角州）が発達すると、人々はそこを開発し、住居とし、耕地化してき

た。江戸時代には、埋立てと干拓による住宅・水田・塩田の用地造成も行われ、江戸時代に開発された

新しい村は「新田」と呼称され、東京湾に流入する大小河川の河口付近には新田のつく村落名が多い。 

このように、「海」という自然の環境が人々に利益や利便をもたらし、市民生活や社会・経済活動の

場として多様に利用されていたとともに、様々な形で市民が海辺に近づき訪れていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【魚河岸】 【佃島の白魚網】 

資料：「縮刷版 江戸学事典」（西山松之助ほか編、1994） 

図３－１  人々の生活と海辺の係わり（江戸東京図会） 
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（２）東京湾の利用の歴史的経緯 

縄文時代、弥生時代の海辺の集落遺跡からは貝塚が発見され、古くから貝や魚を捕って生活をしてい

たことが判る。約 1万年前から 6千年前の縄文時代の貝塚からは貝類や釣りによって捕獲した魚類の遺

骨が確認されており、縄文時代の後期末から晩期の約 3千年前には塩が生産されていたことを示唆する

製塩土器も発見されている。 

江戸時代になると、沿岸・河口域を中心に漁業やノリの生産、製塩が盛んに行われた。また、関西を

はじめ全国各地方との物資輸送の海運が盛んに行われた。東京湾の新鮮な魚を使った江戸前のすしもこ

の頃から広く知られるようになった（図３－２）。 

江戸時代の終わりには、開国を迫る外国船が浦賀沖の海上に現れ、横浜が開港され、それまで寒村で

あった海辺が貿易港として賑わい始めた（図３－２）。維新を迎え文明開化のもと、富国強兵政策が執

られ「みなと」の整備が進み臨海部には大勢の人が集まり、産業の発達、銀行や株式取引等の経済活動

が活発に行われることとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【すしの屋台（絵本江戸爵）】 

【明治初期の横浜】 

資料：「縮刷版 江戸学事典」（西山松之助

ほか編、1994） 

資料：「横浜往辺鉄道蒸気車ヨリ海上之図」（歌川広重、横浜開港資料館所蔵） 

図３－２  東京湾の利用の歴史的経緯 
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（３）漁業活動の変遷 

①明治時代以前 

東京湾は縄文の頃から周辺に住む人々に海の幸を与え続けてきた。貝塚からの出土品から知られる

魚介類は、マアジ、クロダイ、スズキ、コチ、ボラ、サメ、マカジキ、へダイ、アサリ、シオフキ、

オキシジミ、キサゴ、ハマグリなどである。ただし、この頃の東京湾の形状は内陸まで海が入り込み、

現在とは大きく異なったものだった。（図２－３（２）参照） 

東京湾が現在のような形になったのは 1600 年前ぐらいと言われているが、漁業の発展は江戸時代

に入ってからであり、消費の拡大、需要の増加に見合う漁獲を上げるために、技術の進んだ関西から

漁具・漁法の投入、漁民の進出を図る幕府の施策は東京湾の漁業を大きく進歩させ、東京湾の豊かな

海は「江戸前」と称される多くの海の幸（表３－１）を供給することとなった。 

漁業は江戸時代に入って急激に発展し、末期には頭打ちになっており、その状態が明治に入っても

しばらくは続いたと思われる。明治期の漁場図（図２－２１参照）によれば、岸近くでは四手綱、刺

網、延縄などが行われ、かなり広かった藻場では藻打瀬網が行われ、やや沖では手繰網、桁網といっ

た小型底曳網類が見られ、さらに沖ではサワラ、ダツといった湾外から入ってくる魚種を対象とした

漁業が行われていた。当時、東京湾の海岸線およそ 300km のほとんど全域が遠浅の海（図２－４参照）

で、多摩川、隅田川、中川などから淡水が流入し、湾口からは黒潮がその強弱・流路に応じて時に奥

までも差し込み、多様な塩分分布を作り出していた。周辺の人口は江戸時代から多く、そこからの栄

養塩は豊富であり、これらが相まって多様で豊かな生物相を支えていたと考えられる。 

 

表３－１  江戸時代の主な漁獲物 

ボラ イカ サヨリ クロダイ カイズ サワラ アジ 

コノシロ アナゴ シラウオ スズキ ハゼ イナダ マコガレイ 

シラス イワシ セイゴ サメ フッコ エボダイ カレイ 

ホシガレイ イイダコ イシダイ ハモ ホウボウ ホシザメ ヘダイ 

オコゼ ブリ タイ タチウオ ネズッポ ウナギ コチ 

コショウダイ アカエイ サバ サッパ メイタカレイ メゴチ シマアジ 

シタビラメ アイナメ ハマグリ カキ アサリ シジミ ヤエンボウ 

バカガイ サザエ トリガイ オオノガイ サルボウ シオフキ クルマエビ 

シバエビ シンチウエビ シャコ カニ エビザコ イシガニ  

（注）文化 13 年調べ 

資料：「漁業資源から見た回復目標」（清水 誠、月刊海洋 第 35 巻 7号、pp.476-482、2003） 

 

 

②明治期から第 2次世界大戦まで 

明治 30 年代の記録による東京湾の漁獲物一覧（表３－２）によれば、当時、東京湾の漁業は三つ

の漁場に区分され、最も漁獲量が多かった漁場は州（砂地の浅場）であり、湾奥の千葉から神奈川に

かけての水深 5ｍ以浅の海域であったとされている。また、第 2 の漁場は神奈川の本牧鼻から観音崎

にかけての磯で、第 3 の漁場が州と磯を除いた湾中央部の 5ｍ以深の海域（平場）とされている。以

上から、かつての東京湾には多種な生物が生息していたことが伺われる。 

明治後期からの第 2次世界大戦終戦までの漁獲量の変化を見ると（図３－３）、大正末期から昭和初

期へと漁獲量は大きく伸びた。この傾向は全国的な傾向とほぼ一致しており、日本全体及び東京湾の

両方において、1935（昭和 10）年前後に戦前の漁獲量のピークとなっている。この頃は全国的にマイ

ワシが豊漁であり、東京湾でも 4,000 トンと魚類では最も多かった。東京湾本来の内湾性の魚類は、

ボラが 1,000 トン、ウナギ、カレイ・ヒラメ類がそれぞれ 400～500 トン、クロダイ、マハゼ、コノシ

ロがそれぞれ 100～200 トン、シラウオが 50～60 トン（いずれも年間漁獲量）の水揚げがあった。漁

獲量が多かったのは貝類で、アサリが 60,000～70,000 トン、ハマグリが 8,000 トン程度、カキが 600

トンほどの水揚げがあった。イカ・タコとエビ類もそれぞれ 600 トンほど漁獲があり、また、シャコ

400 トン、カニ 300 トンなども記録されている。アサリと養殖のりは長く日本一を誇る豊かな海であ

った。 

1930 年代の東京湾は、京浜臨海工業地帯の形成等産業の発展、人口増加のため水質汚染が進み、湾

奥では水産業の将来も懸念される状況になっていたが、その後戦争が激化するにつれ、産業活動が低

下、人口も減り、終戦まで漁獲量も減少するが、一方では負荷が減少し、環境はむしろ回復し、終戦

時には一時的に「青い東京湾」と呼ばれるまでになった。 
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表３－２ 東京湾漁業実態調査報告にでてくる漁獲物名一覧表 

（魚類） 

 

（魚類以外） 

 
（注）1．明治 33 年と明治 34 年に農商務省水産局の発行した、水産調査報告書第 8巻と第 9巻

から整理した漁業生物の一覧。 

2．「州漁場」とは、湾奥の千葉から神奈川にかけての水深 5ｍ以浅の砂地の浅場を指す。 

3．「磯漁場」とは、神奈川の本牧鼻から観音崎にかけての磯を指す。 

4．「平場漁場」とは、州と磯を除いた東京湾中央部の 5ｍ以深の漁場を指す。 

資料：「内湾および干潟における物質循環と生物生産【1】地球環境問題と物質循環」（佐々木克之、

海洋と生物第 15 巻 1号、pp.17-23、1993） 



 

 61

 

図３－３ 第 2次世界大戦前の東京湾内湾における漁獲量の変遷 

資料：「漁業資源から見た回復目標」（清水 誠、月刊海洋 第 35 巻 7号、pp.476-482、2003） 

 

 

③戦後の漁獲の変遷 

戦後、漁業活動の回復、漁獲量の増加は速く、戦後まもなく戦前のピークを超え、1955 年には漁獲

量が 10 万トンを超えた（図３－４）。養殖のりの生産は 1万 9000 トン（乾のり 6億枚以上）あった。

戦後の漁獲量のピークは 1960 年に達し、総漁獲量は約 14 万トンで、養殖のりが 4万 5000 トンほど生

産されていた。その後多少変動はあるが、総漁獲量と貝類は一貫して減り続け、魚類は 1970 年代から

1980 年代にかけて増加してその後減少傾向、その他の水産動物は 1960 年代似急激に減少した後 1970

年代にやや回復、1980 年代は横ばいだったが、1990 年代にまた若干減少した。総漁獲量の変化を 5

年ごとに切ってみると、1950 年代後半が最も高く、その後減少傾向が続いている。減少は 1970 年代

前半まで 5年間で 20～25％ずつという高い率で続くが、特に 1960 年代後半から 1970 年代前半にかけ

ての減少が大きい。それ以後も漸減が続くが、1990 年代前半に一段と減少が進んで 1950 年代後半の

1/6 程度となった。 

漁獲の変化には量の変化と質（漁獲物組成）の変化がある。前者には漁獲努力、漁業者数、後者に

は水質・底質等環境の影響が大きい。1962 年埋立補償が合意に達し、東京都の漁業者はすべて漁業権

を放棄したが、その後漁業権の放棄は神奈川県で進み、さらには千葉県へと移っていった。アサリの

漁獲量などは千葉県の漁家数と高い相関がある。一方、その他の水産動物は 1960 年代の減少が甚だし

く、1970 年代には若干回復している。その他の水産動物にはイカ・タコ、エビ・カニなど汚染に弱い

生き物が含まれており、この減少と回復は環境の変化に対応している。東京湾の水質・底質などの環

境は湾奥では 1950 年代後半から悪化が始まっていたが、全域で悪化が顕著になったのは 1960 年代で

あり、高度経済成長のつけが現れたものと考えられる。 

明治期には確認されていた漁業生物の多くが 1970 年代後半において減少した原因としては、少な

くとも夏季の貧酸素と埋立てによる干潟の喪失が示唆されている（表３－３）。内湾は陸からの栄養

供給があり、生物生産力が高い上に、河口、干潟、磯など多様な環境が存在するため多様な生物の生

息場となっていることから、本来は豊かな漁場であるが、1950 年代後半からの高度経済成長期以後、

埋立て等の沿岸部の開発により、多様な生物の生息環境が失われていったものと考えられる。その後、

排水等に対する規制の強化等で環境も徐々に回復に向かうことになり、これが 1970 年代のその他の

水産動物の漁獲の回復と関係がある。このように生き物から見て 1970 年頃が最悪の環境であった。 

以上のような各年代の漁獲活動の変遷をまとめると表３－４のようになる。 
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図３－４  戦後の東京湾内湾における漁獲量の変遷 

資料：「漁業資源から見た回復目標」（清水 誠、月刊海洋 第 35 巻 7号、pp.476-482、2003） 

 

 

 

 

 

【最盛期の内湾海苔漁場】 
（注）1．羽田灯台から北方を望む。 

2．毎日新聞社提供（サンデー毎日昭和 34 年 3月 29 号） 

資料：「東京都内湾漁業興亡史」（東京都内湾漁業興亡史刊行会、1971） 
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表３－３  東京湾における各漁業生物の生態と環境悪化との関連 

 
（注）1．1970 年代後半と表３－８に示した明治期の記録等によるかつての状況とを比較した結果を

示したものであり、「●」は壊滅的打撃、「○」はある程度の漁獲がある、「△」は不明であ

ることを示す。 

2．分類欄の「Ａ」は一生を湾内で過ごす生物、「Ｂ－ａ」は産卵場が湾内で成体になると湾内

外を移動するもの、「Ｂ－ｂ」は産卵場は湾外であるが、成長期を湾内で過ごすものを示す。 

3．産卵または成育時に貧酸素の影響を受けると考えられるものは、貧酸素の欄で●、産卵ま

たは成育時に干潟など特定の場所を必要とし、東京湾でその場が失われ影響を受けたと考

えられるものは、場所適性の欄で●を示している。 

資料：「内湾および干潟における物質循環と生物生産【1】地球環境問題と物質循環」（佐々木克之、

海洋と生物第 15 巻 1号、pp.17-23、1993） 

 

表３－４  東京湾における漁業の年代別特徴 

年 代 特   徴 

明治時代以前

（原風景） 

・遠浅の海が広がり、藻場が分布 

・貝類豊富、エビ・カニ、イカ・タコ、ウニ・ナマコなんでも獲れ

た。魚も、特には外洋性のものも。 

1950 年代 ・海岸線一部埋立て。 

・漁獲量増加中、ただし、50 年代後半にはハマグリ、カキ、ガザミ、

クロダイなど減り始めた。 

1960 年代 ・総漁獲量は 60 年頃ピークに達し、その後減少傾向。 

・エビ・カニ、イカ・タコなどその他の水産動物の減少が顕著。 

・漁業権放棄が神奈川から千葉へ。 

1970 年代 ・漁業権放棄が千葉でも広がる。 

・総漁獲量の減少が続く。 

・環境は最悪で、夏に貧酸素水塊が広く見られ、その他の水産動物

の割合、最低。 

1980 年代 ・環境は若干回復傾向。 

・総漁獲量の減少は続くが、その他の水産動物の割合、少し増えた。

・夏の貧酸素水塊の面積、若干減少。 

1990 年代 ・水はきれいになったと言われるが、漁獲量の減少は止まらない。

・その他の水産動物も元どおりにはならず、以前として夏には貧酸

素水塊が出現。 

資料：「漁業資源から見た回復目標」（清水 誠、月刊海洋 第 35 巻 7号、pp.476-482、2003） 
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【昭和 30 年代に東京都内湾でみられた漁業活動】 

 
資料：「東京都内湾漁業興亡史」（東京都内湾漁業興亡史刊行会、1971） 
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（４）東京湾の埋立ての歴史 

東京湾における埋立ての記録は、1600 年代（江戸時代）から日比谷入江の埋立て、御浜御殿（現在の

浜離宮恩賜公園）の干拓造成等に遡る。1800 年代には台場の築造、1900 年代には佃島の伸延等が行わ

れていた。明治以降の埋立てについてみると、明治・大正期に約 1,900ha の埋立てが行われ、それ以降、

昭和 30 年までに約 2,300ha、昭和 60 年までに約 18,700ha、それから現在までに約 2,100ha、合計約

25,000ha が埋立てられ、そのピークは昭和 40 年代の高度成長期にある（図３－５、図２－５３参照）。

このような埋立てに伴い、浅場が消失し、海岸線は護岸で仕切られることとなり、自然海岸（干潟・藻

場）の消滅が始まった。明治後期には、富津から横浜まで、東京湾沿岸に連続的な干潟が存在し（図２

－４参照）、この時期の干潟の総面積は 13,600ha といわれている。 

変遷の詳細を年代別に見ると、次節でも示すように、明治～昭和 20 年にかけては、京浜地区での埋

立てが始まり、一部の河川での河口干潟が消失した。昭和 21～40 年にかけては、京浜地区での埋立て

が拡大し、多摩川以南の海域において干潟が消失した（表３－５）。 

また、この期間は戦後の復興期にもあたり、海域に先行して河川の改修等による河道の直線化・コン

クリート護岸整備が行われ、水辺へのアクセスが失われていった。昭和 41～60 年にかけては、京葉地

区においても埋立てが始まり（表３－６）、東京湾の湾岸全域における市街地化が進行した。三番瀬が

船橋側からも浦安側からも囲い込まれ、三番瀬の背後地を網目状に流れていた小河川が形成していた湿

地は、河川の暗渠化・直線化に伴い消失した。 

また、谷津干潟が内陸に取り込まれたのも、この時期であり、浅海域の急速な減少期として位置づけ

られる。その後、昭和 61 年～現在に至る期間においても埋立ては継続している。埋立に伴い干潟・浅

海域が減少し、昭和 43 年に自然干潟として残存している干潟は、千葉県の盤洲、富津、東京都の三枚

洲、横浜の野島等、総面積は約 1,000ha と報告されている。 

なお、首都圏では、廃棄物の最終処分場を内陸に確保することが困難となり、湾内の海面処分場に依

存せざるを得ない状況にあった。それを背景に、昭和 48 年の「港湾法」の改正により港湾における廃

棄物の最終処分場となる廃棄物埋立護岸が港湾施設に追加され、東京湾内では現在も東京港、川崎港、

横浜港、木更津港の合計 4カ所で一般及び産業廃棄物を受け入れている（図３－６）。 

それ以降、自然干潟の大規模な減少は報告されておらず、平成 5 年における干潟の現存量は 1,730ha

とされている（図２－５８参照）。これは、横浜の海の公園や稲毛海浜公園、葛西海浜公園西なぎさ等

の人工海浜、羽田沖の浅場造成、東京港野鳥公園、大井ふ頭中央海浜公園、葛西海浜公園東なぎさ、船

橋海浜公園等の人工干潟等、人工の海岸線の回復の結果と見ることができる。 

以上のように、江戸時代には沿岸のほぼ全域にわたって連続的に存在し、多様に活用されていたエコ

トーンを持つ自然海岸が、その後の埋立てにより消失し、市民が利用する場としての役割も失われてき

た。しかし、そうした自然の海岸線の減少は昭和 40 年代後半をピークに鈍化し、人工の海岸線の造成

という新たな形態により、海岸線は再び市民に開放される兆しが見られている。 
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図３－５  東京湾の年代別埋立の推移 

資料：「平成 17 年版 首都圏白書」（国土交通省、2005） 
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図３－６  東京湾の一般及び産業廃棄物処分場 

資料：国土交通省関東地方整備局資料 
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（５）東京湾と高度経済成長 

第二次大戦の敗戦により荒廃した国土・経済復興に向け、昭和 30 年代から 40 年代には経済復興を優

先した生産活動の量的拡大を進めた。その経済復興の象徴ともいうべきものが東京湾における「京浜臨

海工業地帯」と「京葉臨海工業地帯」であった。 

京浜臨海工業地帯は、昭和 25 年（1950 年）の港湾法制定とともに、昭和 26 年 6 月、川崎市が港湾管

理者となり、同年 9月には特定重要港湾に指定され、臨海工業地帯としての整備が進められた（表３－

５）。昭和 31 年に決定された港湾計画に基づいて、浮島町と千鳥町が造成され、昭和 34 年に完成した。

また、浮島地区埋立ては昭和 38 年に竣工し、川崎臨海地区における第二の石油コンビナートが形成さ

れた。昭和 44 年には、日本鋼管が川崎、鶴見、水江の三つに散在した製鉄部門を統合して一つの鉄鋼

一貫製鉄所として集約することを主体とする扇島計画（扇島の拡大造成計画）を策定し、昭和 50 年（1975

年）完工した。こうした埋立工事により、川崎市 144ha、神奈川県 537ha、民営（東亜港湾）61ha の計

742ha の新しい土地ができ上がった。この地には昭和 32 年から新しい産業形態としての石油化学企業集

団の建設が始まった。かつての食品、鉄鋼、電機メーカーに石油化学を加え、代表的臨海工業地帯とし

て成長してきた。 

 

表３－５ 京浜臨海工業地帯（多摩川－鶴見川）における埋立の経緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「東京湾の環境問題史」（若林敬子、2000）



 

 69

京葉臨海工業地帯は、昭和 25 年の「国土総合開発法」に基づいて、千葉県により昭和 29 年より臨海

地域の土地造成が開始された（表３－６）。昭和 32 年には五井、市原地区の埋立てが開始され、昭和 33

年には「京葉工業地帯造成計画」が策定され、県が独自で 3,305ha の埋立てを行う計画となった。また、

昭和 34 年の京葉臨海工業地帯造成計画では、昭和 50 年を目標に 6,610ha（2,000 万坪）、さらに昭和 36

年には 11,240ha（3,400 万坪）が計画され、浦安から富津岬に至る大規模埋立構想が形成された。昭和

44 年には進出企業予定が 1,000 社を超え、埋立計画面積は全体で 18,100ha と最大規模化したが、昭和

45 年の公害国会や昭和 48 年のオイルショックにより見直しが生じ、昭和 48 年策定の「千葉県第四次総

合五ヵ年計画」での埋立面積は、13,373ha へと初めて縮小された。その後、昭和 40 年代後半からは、

全体計画面積は変動を繰り返した。 

この結果、実質経済成長率は昭和 30 年代前半には 8.9％、昭和 30 年代後半には 9.1％、昭和 40 年代

（1965 年）前半には 10.9％と上昇した。 

 

 

 

表３－６  京葉臨海工業地帯における埋立の経緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「東京湾の環境問題史」（若林敬子、2000） 

「臨海地域土地造成整備事業位置図」（千葉県企業庁） 



 

 70

（６）東京湾の水質汚濁と災害の歴史 

我が国では、昭和 30 年代以降の高度経済成長に伴い公害問題が深刻化し、これに対応するため、「公

害対策基本法」や「水質汚濁防止法」が制定され、これらに基づく施策の推進と住民や地方公共団体の

努力、企業の公害防止のための投資、技術開発等とが相まって、公害の克服に向けて努力がなされた。 

東京湾においても、その開発のために沿岸海域の埋立てが進められ、臨海部に工業地帯が形成され、

後背地に立地する工場等からの排水による水質汚濁、排出ガスによる大気汚染等が深刻化した。東京湾

の水質の有機汚濁は昭和 30年代から急激に進行し始め、昭和 40年代後半にピークに達した（図３－７、

図３－１２）。 

東京湾では、周辺の河川から流れこんだ懸濁物質が湾内に堆積しやすいため、最近数十年から数百年

間の堆積物の解析から、堆積物の化学組成は、湾周辺のさまざまな環境変動や人間活動を反映して変動

していることが明らかとなっている。東京湾湾中央部における表層堆積物中の重金属の鉛直分布をみる

と、重金属汚染は昭和 25 年頃に急速に進み、昭和 45 年（1970 年）頃にピークに達し、その後は徐々に

減少している（図３－８）。また、多環芳香族炭化水素（PAH）の鉛直分布をみると、PAH 汚染は昭和 15

年頃から起こり、昭和 45 年頃にピークに達し、その後徐々に減少している（図３－９）。 

近年では、平成 11 年 3 月に策定された「ダイオキシン類対策特別措置法」の規定に基づき、ダイオ

キシン類による水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む）に係る環境基準が制定された後、東京湾におい

ても、実態把握のための調査が公共用水域の水底質を対象として毎年実施されている。また、国土交通

省港湾局は「港湾における底質ダイオキシン類対策技術指針」を策定し、港湾における底質ダイオキシ

ン類の安全かつ的確な対策に取り組んでいる。 

東京湾における自然災害は主として高潮被害であるが、大きな高潮はすべて台風によって発生してい

る。東京湾は高潮の起こりやすい海域であり、大きな高潮はすべて台風が湾の西側を通過する時に発生

している。これまで東京湾において記録された高潮で最大のものは、大正 6年の台風によるもので、こ

のときの台風による被害は、死者と行方不明者 1,301 人、家屋全壊 4万 3,083 戸、流失 2,399 戸、半壊

2万 1,010 戸、床上浸水 19 万 4,698 戸と記録されているが、このかなりの部分は高潮によるものと思わ

れる（表３－７）。 

高潮の成因としては、東京湾は大きく浅くて南に口を開いていることや、中緯度にあって夏から秋に

かけて台風が北上または北東進するといった地形条件や自然現象があげられる。また、湾奥の沿岸域は

昭和 33 年の伊勢湾台風以降、約半世紀の間、大規模な人的被害をもたらす災害は発生していないが、

干拓や埋立てによる低地や海面より低いいわゆるゼロメートル地帯が広範囲に広がっていること、東京

湾周辺地区は我が国最大の人口密集地帯であり、社会経済活動が広範囲に展開している地帯であること

などにより、施設の整備水準を超える規模の高潮の発生等が生じた場合には、大規模な浸水が生じるこ

とも考えられる（表３－８）。 

人口増大や経済発展のための工業用地の供給等、土地需要圧力が大きく、高潮等に対する安全性を確

保しつつ、効率的に土地面積を確保するために、直立護岸方式をとった。それが、生息環境やパブリッ

クアクセスに影響を与えたことも事実である。 

東京湾の湾口部には、観音崎と富津岬約 7km 間に分離通行の「浦賀水道航路」（北行・南行の航路）

と湾奥に向かう一方通行の「中ノ瀬航路」（北行の航路）が設定されているが、砂時計のように中ほど

が狭まった形をしている水域である上に、中ノ瀬航路の浅瀬や浦賀水道航路周辺の第三海堡の障害物が

あることから、これまでに何度も海難事故が発生している（図３－１０）。船舶の事故は、船舶や積み

荷の損傷や事故処理による損失をもたらし、東京湾の物流機能を停止させるほか、油流出による海洋環

境の汚染を引き起こすなど、社会経済に深刻な影響を与えている。 
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図３－７ 人口・流入負荷量、埋立面積・浅場・干潟面積、水質及び魚類の漁獲高の変遷 

資料：「干潟ネットワークの再生に向けて」（国土交通省港湾局・環境省自然環境局、2004） 
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図３－８ 東京湾湾央部の重金属の鉛直分布 

資料：「東京湾の地形・地質と水」（貝塚爽平編、1993） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－９ 東京湾湾央部の堆積物中の多環芳香族炭化水素の鉛直分布 

（注）多環芳香族炭化水素(PAH)は汚染有機物の一つであり、成分の中にベンゾ(a)

ピレン等の発ガン性を持つものがある。東京湾沿岸では、自動車の排気ガス、

ゴミ処理場の煙、火力発電所からの煙などとともに大気中に放出され、浮遊

粉塵として雨水とともに地表に達し、懸濁物の形で河川から湾へと運ばれる。 

資料：「東京湾の地形・地質と水」（貝塚爽平編、1993） 

 

 

 

単位：mg/kg-乾燥重量 
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表３－７ 東京湾で最大偏差が 1ｍを超えた高潮と台風経路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３－８ 東京湾における高潮の成因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）最低気圧と最大風向速は東京の値 

【東京湾における自然現象としての高潮の成因】 
1）東京湾は大きく浅くて南に口を開いている。 

2)東京湾は中緯度にあって、夏から秋にかけて台風が北上または北東進する場所に位置している。 

3)台風が湾の西方を通過するとき、東京湾上では危険半円内の強烈な南よりの風が吹き続き、その吹き寄せ作用で

湾奥部では水位が著しく高くなる。 

4)台風内の気圧は周辺に比べて著しく低いので、気圧の吸い上げ作用で、台風内の水面は大きく膨れ上がっている。

5)強い南よりの風によって短周期の風浪が発達し、これが水位上昇に重なって湾奥へ来襲する。 

6)東京湾では長周期の副振動が起こりやすいので、一度高潮のピークが起こった後、約1時間半後に再び高潮が襲う

ことがある。 

7)台風来週が満潮に重なると、気象潮があまり大きくなくても水位は著しく高くなる。 

 

【東京湾において高潮の被害が起こりやすい成因】 
1）東京湾の奥の陸地は、かつての奥東京湾の海底であった沖積平野でもともと地盤が低い。これに干拓や埋立によ

る低地が広く連なっている。 

2)多量の地下水汲み上げによって、この低い地盤が更に大きく沈下して、海面より低いいわゆるゼロメートル地帯が

広範囲に広がっている。  

3)東京湾周辺地区は、我が国最大の人口密集地帯であり、産業、社会活動が極めて活発な地帯である。 

4)一方、湾上は船舶の輻輳が甚だしい過密港湾である。 

※それゆえ、海（や川）から陸を守る護岸施設が充分でなくて、一度破られると広い範囲が泥海と化し、多くの住居施

設が押し流され、浸水を受ける。 

資料：「東京湾の汚染と災害」（河村 武編、1996） 

資料：「東京湾の汚染と災害」（河村 武編、1996） 
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図３－１０  東京湾における海難の発生状況 

資料：国土交通省関東地方整備局資料 
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（７）東京湾への淡水流入と汚濁負荷 

現在の東京湾へ淡水が流入する主要な河川には、江戸川、荒川、多摩川、鶴見川等があるが、かつて

（江戸時代以前）は、我が国最大の流域面積を有する利根川が関東平野を南下し、途中で荒川や入間川

と合流した後、江戸湾（東京湾）へ流入していた（図３－１１）。その後、江戸時代の前期から開始さ

れた利根川の付け替えに係る河川改修（「利根川の東遷」）により、現在の利根川の流路が形成され、千

葉県銚子で直接太平洋に注ぐようになったが、現在でも一部は派川江戸川として東京湾へ流入している。

また、荒川は利根川と切り離す河川改修（「荒川の西遷」）により現在の流路となっている。特に、岩淵

水門から下流は、今から 70 年以上前に氾濫を防ぐために 22km にわたって開削された人工の放水路であ

り、現在では荒川の本川になっている。 

東京湾の汚染が急激に進行し始めたのは、昭和 30 年代と考えられる（図３－１２）。昭和 30 年代か

ら始まった東京湾の有機汚濁は、昭和 30 年代後半から 40 年代にかけて進行し、昭和 48～49 年にピー

クに達した。昭和 48～51 年には、自治体と企業の間での公害防止協定が結ばれたり、下水道が整備さ

れ、水質規制が徹底し、河川から流入する有機物量が減少したことにより、有機汚濁が軽減したと考え

られる。昭和 51 年以降は、東京湾の有機汚濁は横ばいであるのに対して、流入河川の水質は改善が進

んでいる（図３－１３）。（荒川・葛西橋の COD は昭和 50 年の 16mg/L から昭和 60 年の 5.4mg/L に減少

している。） 

河川からの有機物流入が減少しても、東京湾の有機汚濁が改善されずに横ばい状態が続くのは、昭和

50 年代から東京湾の有機汚濁が１次汚染型（河川から流入する有機物による直接の汚染）から 2次汚染

型（河川から流入する栄養塩類を餌として増殖したプランクトンの死骸による有機汚染）に変わってき

たことによると推察される。河川からの有機物の流入は減少しても、栄養塩類の流入が増加しているた

めに、湾内の栄養塩濃度が増加（富栄養化）し、湾内で生産される有機物が増大し、湾の有機汚濁が横

ばい状態にあるものと考えられる。 

 

 

 

図３－１１  利根川の東遷 

資料：国土交通省関東地方整備局資料 
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図３－１２  東京湾の水質の変遷 

（注）左側の軸（1950年代～1970年代）と右側の軸（1970年代以降）では水質とその測定地点

が異なるため、スケールが異なる。同一地点で1950年代から現在までの継続したデータ

入手が困難なため、水質の変動の傾向を示すため、このような表示手法を用いている。 

資料：「東京湾－100 年の環境変遷－」（小倉紀雄編、1993） 

 

 

 

図３－１３  河川の水質経年変化（年度平均値） 

資料：「東京の環境 2005」（東京都環境局、2005） 

 

COD 

アンモニア態窒素

硝酸態窒素 

リン酸態

リン



 

 77

（８）環境行政の変遷 

昭和 40 年代に行政が環境問題に取り組むようになってから現在まで、社会が直面する環境問題の変

化に伴い、環境施策も変遷してきた（表３－９、表３－１０、図３－１４）。 

我が国では、昭和 30 年代以降の高度経済成長に伴い公害問題が深刻化し、海域においては、全国的

にその開発のために埋立てが進められ、臨海部に工業地帯が形成され、立地する工場からの排水による

水質汚染や排出ガスによる大気汚染が深刻化した。これらを受けて、昭和 42 年には、公害対策基本法

が制定されて公害対策を総合的に推進する方向が打ち出され、昭和 45 年には、いわゆる「公害国会」

において、公害対策に関する法制度の抜本的な整備強化が行われた。これらに基づく施策の推進と住民

や地方公共団体の努力、企業の公害防止のための投資、技術開発等とが相まって、激甚な公害の克服に

向けて努力がなされた結果、昭和 50 年代半ば頃までには顕著な成果を挙げることができた。 

水質関係では、水質汚濁防止法が制定され、翌 46 年には環境庁が設置され、水質保全行政を環境保

全の視点から一元的に担当することになった。公共用水域においては、公害対策基本法に基づいて環境

基準が昭和 46 年 12 月に設定され、水質汚濁防止法に基づいて水質の常時監視を行うとともに、工場、

事業場に対する排水基準が定められた。高度経済成長期の海域に関連する最大の公害問題は水質・底質

汚染があったことから、港湾行政では廃油処理施設の整備や汚泥浚渫等の公害防止対策事業が行われた。 

その後も大量生産、大量消費、大量廃棄型の社会経済活動や生活様式が定着するとともに、人口や社

会経済活動の都市への集中が一層進んだ。瀬戸内海においては、人口及び産業の集中による水質汚濁の

進行、赤潮の多発等環境が悪化したため、昭和 48 年に「瀬戸内海環境保全臨時措置法（現瀬戸内海環

境保全特別措置法）」が制定され、依然として問題の多い有機汚濁に対処するため、従来からの濃度規

制に加え、昭和 53 年に水質総量規制が制度化され、瀬戸内海のほか東京湾、伊勢湾でも実施された。

さらに、大規模な埋立てが進む中、公有水面の有限性への意識が高まり、「瀬戸内海環境保全臨時措置

法」では、瀬戸内海における埋立ての抑制が方針付けられた。 

また、昭和 48 年の「港湾法」の改正により、重要港湾において港湾計画を策定することが義務付け

られ、港湾計画に港湾の環境の整備及び保全に関する事項を定めることとなった。これにより、他の社

会資本に先駆けて港湾計画の策定時に計画段階の環境アセスメントを実施することとなり、同年には

「公有水面埋立法」も改正され、公有水面埋立免許の出願に際しても環境アセスメントを実施しなけれ

ばならないこととなった。 

産業が原因となる有害物質による公害問題が一段落すると、代わって、生活排水等による閉鎖性海域

の水質汚濁等、都市生活型の環境問題がクローズアップされるようになった。内湾、内海あるいは湖沼

といった閉鎖性水域においては水質の改善が一向に進んでいないこと、有害化学物質による汚染が顕在

化してきていることなどから、平成元年には有害物質による地下水の汚染等を防止するための水質汚濁

防止法の改正、平成 2年には生活排水対策を制度化するための水質汚濁防止法の改正がなされた。 

また、平成 5年には、新たな化学物質による公共用水域等の汚染を防止するため、環境基準の健康項

目の大幅な拡充・強化等を行うとともに、新たに要監視項目として 25 項目を設定した。海域について

は、富栄養化を防止するため窒素及び燐（リン）に係る環境基準及び排水基準の設定を行っている。さ

らに平成 8年には、汚染された地下水の浄化措置等を盛り込んだ水質汚濁防止法の改正、翌年には地下

水の水質汚濁に係る環境基準の設定がなされた。 

平成 4年には、ブラジルのリオデジャネイロで国連環境開発会議（地球サミット）が開催され、リオ

宣言が採択された。この宣言は、地球全体の環境容量の有限性を強く意識し、「持続可能な開発」、「豊

かな環境の次世代への継承」を目標としたものである。国境・世代を超えて環境問題を捉えており、環

境に関する考え方の大きな転換の契機となったと言える。それまで、日本の環境行政は、公害対策基本

法と自然環境保全法を二本柱とする枠組みのもとで進められてきたが、大量生産、大量消費、大量廃棄

型の社会経済活動が引き起こす都市・生活公害問題や地球規模の環境問題に対処するため、平成 5年 11

月に環境政策の理念と基本的な施策の方向性を示し、総合的な環境政策展開の枠組みとなる環境基本法

が制定された。 

また、環境基本法を受け、長期的、総合的な環境行政の道筋を示した環境基本計画が平成 6 年 12 月

に閣議決定され、地球温暖化対策、廃棄物・リサイクル対策、化学物質対策、生物多様性保全など個別

分野における総合的な政策推進のための枠組が整備された。 

国土交通省は、このリオ宣言を踏まえ、平成 6年に「環境と共生する港湾－エコポート」を策定した。

本政策は、「将来世代への豊かな港湾環境の継承」、「自然環境との共生」、「アメニティの創出」を基本

理念としており、今日までの港湾環境行政の指針となっている。また、平成 12 年の「港湾法」改正に

反映され、法目的に「環境の保全に配慮しつつ、港湾の整備等を図る」ことが規定されることとなった。 

近年、環境問題は益々広域化・グローバル化しており、地球温暖化に伴う気候変動や海面上昇、外来
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生物による生態系への被害等も問題となっている。 

また、生態系に対する影響についても、従来のように生態系への影響を軽減するというだけでなく、

生物の種の保存、生物多様性を確保すべきという認識が高まった。平成 14 年 3 月には新・生物多様性

国家戦略が関係閣僚会議で決定され、平成 15 年 1 月には「自然再生推進法」が施行され、自然環境に

ついても観点が深化している。さらに、ダイオキシン類等の化学物質が人体に及ぼす影響、土壌汚染問

題等が顕在化してきており、環境問題の複雑化が進んでいることから、東京湾をはじめとする閉鎖性海

域の水環境においては、海域や陸域を含めた総合的な対策が必要となっている。 

 

表３－９ 水質保全に係る法律の制定等の経緯 

年 法 律 の 制 定 等 

昭和 26 年 1951 ・製紙工場周辺で水質悪化顕在化 

30 年 1955 ・四日市海域に異臭魚問題発生 

・富山県でイタイイタイ病発生 

31 年 1956 ・「工業用水法」制定 

・水俣湾に奇病発生 

33 年 1958 ・「公共用水域の水質の保全に開する法律」、「工場排水等の規制に関する法律」制定 

・本州製紙江戸川工場に被害漁民乱入 

36 年 1961 ・水島海域に異臭魚問題発生 

39 年 1964 ・新潟水俣病の発生 

・政府に「公害対策連絡会議」設置 

40 年 1965 ・「公害防止事業法」制定 

・第二水俣病発生（阿賀野川下流地区） 

42 年 1967 ・「公害対策基本法」制定 

44 年 1969 ・初の「公害白書」を国会に提出 

45 年 1970 ・「水質汚濁防止法」制定 

・第 64 回臨時国会（公害国会）、14 の公害関連法案可決 

46 年 1971 ・「環境庁」発足、中央公害対策審議会発足 

・「水質汚濁に係る環境基準」設定 

47 年 1972 ・瀬戸内海に大規模赤潮発生 

・「水質汚濁防止法」改正（無過失賠償責任の導入） 

48 年 1973 ・「瀬戸内海環境保全特別措置法」制定  

52 年 1977 ・瀬戸内海に大規模赤潮発生 

53 年 1978 ・「水質汚濁防止法」改正（水質総量規制の制度化） 

54 年 1979 ・東京湾、伊勢湾、瀬戸内海における総量削減基本方針の策定 

55 年 1980 ・有機リン洗剤使用自粛要請 

62 年 1987 ・第 2次総量削減基本方針の策定 

平成元年 1989 ・「水質汚濁防止法」改正（地下水汚染の未然防止等を制度化） 

2 年 1990 ・「水質汚濁防止法」改正（生活排水対策の制度化） 

3 年 1991 ・第 3次総量削減基本方針の策定 

5 年 1993 ・水質環境基準健康項目の拡充等 

・「環境基本法」制定 

6 年 1994 ・「環境基本計画」閣議決定 

8 年 1996 ・「水質汚濁防止法」改正（地下水汚染浄化対策、事故時の油による汚染対策を制度化）

・第 4次総量削減基本方針の策定 

10 年 1998 ・水質環境基準健康項目の拡充 

11 年 1999 ・「ダイオキシン類対策特別措置法」制定 

・ダイオキシン類による大気汚染、水質汚濁、土壌汚染の環境基準告示 

12 年 2000 ・「新環境基本計画」閣議決定 

13 年 2001 ・第 5次総量削減基本方針の策定 

15 年 2003 ・水質環境基準生活環境項目の拡充（水生生物保全の観点からの環境基準） 

 

 
資料：「水環境行政のあらまし」（環境省環境管理局水環境部、2003）、「環境と共生する港湾＜エコポート

＞」（運輸省港湾局編、1994）をもとに作成。 
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表３－１０  港湾における環境への取組みの経緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和42年度 廃油処理施設の整備 

昭和46年度 公害防止対策事業を開始（四日市港、水俣港等） 

昭和48年度 港湾法及び公有水面埋立法の一部改正、他分野の社会資本整備に

先駆けて、計画策定時及び公有水面の埋立免許時に環境アセスメン

トを実施。 

 港湾公害防止施設、廃棄物処理施設、港湾環境整備施設等を港湾

法に位置づけ、環境整備事業を本格的に実施。 

昭和49年度 清掃船の建造を補助対象化 

 港湾区域外の一般海域における浮遊油・ごみの回収を国の直轄事業

として実施。 

昭和56年度 広域臨海環境整備センター法を制定。 

昭和60年度 港湾整備の長期政策「21世紀への港湾」を策定し、港湾空間のアメニ

ティの向上を目標としてウォーターフロント開発を推進。 

昭和62年度 大阪湾で広域廃棄物埋立処分場の整備を実施。 

昭和63年度 海域環境創造事業（シーブルー事業）を実施。 

平成6年度 「新たな港湾環境政策－環境と共生する港湾＜エコポート＞をめざし

て－」を策定。 

平成12年度 港湾法の一部改正。環境の保全に配慮しつつ港湾の整備等を図る旨

を法目的に規定。 

平成14年度 港湾を核とした総合的な静脈物流システム（リサイクルポート）に係る

施策を展開。 

 東京湾再生のための行動計画を策定。 

公害の

防止 

生活環境

の保全 

環境と

の共生 
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図３－１４  水質保全に係る施策体系 

資料：「水環境行政のあらまし」（環境省環境管理局水環境部、2003） 
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（９）国民の環境意識の変化 

世論調査によれば、昭和 40 年代には、「まだまだ物質的な面で生活を豊かにすることに重きをおきた

い」と考える人の方が、「これからは心の豊かさやゆとりのある生活をすることに重きをおきたい」と

考える人よりも多く、高度経済成長期においては、社会全体として物の豊かさ、すなわち生活水準の向

上の追求をより重視する傾向が強かったことが伺える（図３－１５）。物質的豊かさに関し、平成 16 年

に内閣府が行った日本の国や国民について誇りに思うことについてのアンケート結果によれば、平成 3

年（1991 年）までは｢経済的繁栄｣を挙げた者の割合は上昇しており、国民の意識として経済的繁栄、物

質的豊かさの追求を誇りと思っている者が増加していたと考えられる（図３－１６）。 

一方、自然保護に関しては、「人間が生活していくために最も重要なこと」と考える人は、昭和 61 年

には 28.5％であったのに対して、平成 13 年には 40.1％に増加している。また、環境省による環境問題

に対する考え方についての調査においても、多くの項目について、相当部分の国民が意識を持っている

ことが示されている（図３－１７）。また、今後参加したいボランティア活動（複数回答）の分野とし

て、「自然・環境保護に関する活動」が 41％と最も高くなっていることから、自然環境の保全に進んで

参加する人々も増大していくものと考えられる（図３－１８）。このように、環境に対する国民の意識

も時代とともに大きく変化してきている。 

しかし、海への親近感に対する市民意識アンケート調査の結果によれば、40 代では海に親近感を持つ

人が 85.1％と高いのに対して、若い世代ほど海への親近感がないことが示されている。このことは昭和

30 年頃の自然海岸が多く残っていた海辺に 10 代で接していた世代に比べて、若い世代では、海辺への

アクセスの分断、海辺の環境の悪化等が複合的に影響して、海に対する親近感が希薄化していると考え

られる（図３－１９）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１５  世論調査における生活意識の変化（心の豊かさ・物の豊かさ） 

（注）心の豊かさ：「物質的にある程度豊になったので、これからは心の豊かさやゆとりのある生活

をすることに重きをおきたい」 

物の豊かさ：「まだまだ物質的な面で生活を豊かにすることに重きをおきたい」 

資料：「国民生活に関する世論調査（平成 16 年 6月）」（内閣府大臣官房政府広報室） 
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図３－１６  社会意識に関する調査における、日本の国や国民について誇りに思う

こととして｢美しい自然｣と「経済的繁栄」を挙げた者の割合の推移 

資料：「平成 16 年 社会意識に関する世論調査」（内閣府大臣官房政府広報室）より作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１７  世論調査における自然保護についての意識の変化 

資料：「自然の保護と利用に関する世論調査（平成 13 年 5月）」（内閣府大臣官房政府広報室） 
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図３－１８  今後参加したいボランティア活動（複数回答） 

資料：「平成 12 年度 国民生活白書」（経済企画庁、2000） 

 

 

 

図３－１９  海への親近感（複数回答） 

（注）市民意識アンケート調査（平成 12 年 7月）をもとに運輸省港湾局作成 

資料：「暮らしを海と世界に結ぶみなとビジョン」（国土交通省港湾局、2001） 

 

 

 


